
貸　借　対　照　表
（平成１４年３月３１日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
材 料
仕 掛 品
繰延税金資産
未 収 入 金
その他の流動資産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機械及び装置
車両及び運搬具
工具器具及び備品
土 地

無 形 固 定 資 産
ソフトウエア
その他の無形固定資産

投 資 等
投資有価証券
子 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
破 産 債 権
その他の投資等
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（負 債 の 部）
流 動 負 債
買 掛 金
未 払 金
未払法人税等
未 払 費 用
その他の流動負債

固 定 負 債
繰延税金負債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

（資 本 の 部）
資 本 金
法 定 準 備 金
資 本 準 備 金
利 益 準 備 金

剰 余 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
当期未処理損失
（うち当期損失）

評 価 差 額 金
自 己 株 式

資 本 合 計

負債及び資本合計

６，８０７，２５１
７１８，１１５
１，０３１，１４６
２，４４２，６５５
１，２５８，００３
２５９，８６０
５９０，２３７
１６８，４８０
２６９，０１６
８６，５７９
△１６，８４４

３，４７０，２６０
３，１４２，０３４
９３３，０８５
３７，５８１
７７１，２７１
１５，０９４
１６２，９８３

１，２２２，０１６

１５，６１４
９，９１５
５，６９８

３１２，６１１
１４９，４２０
２２，０００
３７，０００
６８，６３０
１０４，３４６
△６８，７８５

１０，２７７，５１１

３，０２９，４３８
２，５０６，５７５
１４２，６０１
４，４２１

２４６，０９４
１２９，７４４

１，４５９，１８６
７８，８８２

１，２２８，４５６
１５１，８４８

４，４８８，６２５

１，１００，０００
８３０，０１１
６２６，４０４
２０３，６０６

３，８３１，３０２
８４３，３４８

３，９９５，５００
△１，００７，５４５
（△１，１０１，３１１）

２８，２１３
△６４１

５，７８８，８８６

１０，２７７，５１１



損　益　計　算　書
（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

（経 常 損 益 の 部）
営 業 損 益 の 部
売　　上　　高
売　上　原　価

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 損 失
営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
雑 収 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
雑 損 失
経 常 損 失

（特 別 損 益 の 部）
特 別 利 益
割賦売上繰延利益戻入益

特 別 損 失
社 債 償 還 損
投資有価証券評価損
投 資 等 評 価 損
税 引 前 当 期 損 失

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 損 失
前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額

当 期 未 処 理 損 失

３，２６２
１３８，０８０

６，３３７
３３，０１５

２７，２２４

５，０００
３６，３５３
１，６５０

１０，２４１，５４０
８，７９８，４６８
１，４４３，０７２
２，６００，６０６
△１，１５７，５３３

１４１，３４２

３９，３５２
△１，０５５，５４３

２７，２２４

４３，００３
△１，０７１，３２２

８，５００
２１，４８９

△１，１０１，３１１
１２５，２６１
△３１，４９４

△１，００７，５４５



１．重要な会計方針
（１）棚卸資産のうち製品・仕掛品は個別法による低価法、材料は総平均法による原価

法によって評価しております。
（２）有価証券のうち、その他有価証券で時価のあるものについては決算日の市場価格

等に基づく時価法によって評価しております。（評価差額は全部資本直入法によ
って処理し、売却原価は移動平均法によっております。）その他有価証券で時価
のないものについては、移動平均法による原価法によって評価しております。
子会社株式及び関連会社株式については、移動平均法による原価法によって評
価しております。

（３）有形固定資産の減価償却方法は定率法によっております。なお、耐用年数及び残
存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい
て定額法によっております。無形固定資産の減価償却方法は定額法によってお
ります。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（４）貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

（５）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異につい
ては、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）によ
る按分額を翌期より費用処理することとしております。

（６）役員退職慰労引当金は、商法第２８７条ノ２に規定する引当金であり、役員の退職
慰労金の支出に備えて役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してお
ります。

（７）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算については、当期末日の直物為
替相場により円貨に換算しております。

（８）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
います。

（９）ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約が付
されている外貨建金銭債権債務については、振当処理によっております。

（１０）消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（会計処理の変更）
従来、割賦販売に係る利益の額は翌期以降に支払期日が到来するものの合計額を



計算し繰延処理を行っていましたが、当期より販売基準に変更しております。こ
の変更は、割賦売上高の割合が年々減少し、代金回収等に要する費用の発生及び
貸倒の危険率が一般売上と差異がなくなってきたことによるものです。この変更
により、従来の方法によった場合と比較して、売上総利益は１３,０４４千円減少、営
業損失及び経常損失はそれぞれ１３,０４４千円増加し、税引前当期損失は１４,１８０千円
減少しております。

（追加情報）
前期において資産の部に計上していました｢自己株式｣(前期末 88千円)は、｢株式会
社の貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書に関する規則｣の改正に
より当期末においては、資本の部の末尾に控除する形式で表示しております。

２．貸借対照表の注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 ６，０４３，２５９千円
（２）子会社に対する短期金銭債権 １８７，１４０千円

子会社に対する短期金銭債務 １９２，４１７千円
子会社に対する長期金銭債権 ５，０００千円

（３）貸借対照表に計上されていないリ－ス契約 図面管理システム一式及び
によって使用している重要な固定資産 複写機・端末機器一式

（４）受取手形裏書譲渡高 ２２２，８１３千円
（５）期末日満期手形の処理

当期末日は金融機関の休日でしたが、満期日に
決済されたものとして処理しております。
当期末日の満期手形は次のとおりであります。 受取手形　１０８，７７１千円

（６）１株当たり当期損失 △８７円４１銭
（７）商法第２９０条第１項第６号に規定する純資産額 ２８，２１３千円

３．損益計算書の注記
（１）子会社との取引
①営業取引高 売　上　等 ４００，７３３千円

仕　入　等 １，９３３，６５３千円
②営業取引以外の取引高

営業外収益 １９，８９０千円

（２）研究開発費 ５６０，９３６千円


